
久留米市小規模事業者デジタル化支援補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、久留米市小規模事業者デジタル化支援補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付に関し、久留米市補助金等交付規則（昭和５０年久留米市規則第５号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （補助の目的） 

第２条 この補助金は、市内小規模事業者の生産性の向上を図ることを目的に、市内小規模

事業者が、デジタル技術を活用した業務効率化や経営課題の解決に取り組む事業に係る経

費の一部を補助する。 

 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲

げる要件を全て満たす小規模事業者（中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）

第２条第１項各号に該当する中小企業者であって、おおむね常時使用する従業員の数が２

０人（商業又はサービス業に属する事業を主たる事業として営む者については、５人）以

下の事業者をいう。）とする。 

 (1) 市内に事業所を有すること。 

 (2) 市税を滞納していないこと。 

 (3) 久留米市中小企業ＤⅩ促進診断事業を利用していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者には補助金を交付しない。 

 (1) 特定の政治、思想又は宗教の活動を行う者 

 (2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条に規定する「性風俗関連特殊営業」及び当該営業に係る「接客業務受託営業」を

営む者 

 (3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 

 (4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。） 

 (5) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

 (6) その他、本補助金の目的及び趣旨から市長が適切でないと判断する者 

 

 （補助対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる要件を全

て満たす事業とする。 



 (1) デジタル技術を活用し、業務効率化や経営課題の解決に取り組む事業 

 (2) 久留米市中小企業ＤⅩ促進診断事業により、アドバイザーの提案を受けて実施する

事業 

 

 （補助対象経費、補助率、上限額） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助率及び上限額は、別

表第１に定めるところによる。ただし、補助対象経費は、補助対象事業に必要かつ適当と

認められるものであって、原則として別に定める日までに支払いが確認できる経費に限る。 

２ 前項の規定にかかわらず、国や地方公共団体から助成を受ける補助対象経費がある場合

は、その補助対象経費のうち重複するものは対象外とする。 

３ 第１項の期日までに事業が完了しないことについて、真にやむを得ない事情があると認

められるときは、別途期限を定める。 

 

 （補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、別に定める期間

までに、次の各号に掲げる書類により交付の申請をしなければならない。 

 (1) 交付申請書兼誓約書（第１号様式） 

 (2) 事業計画書（第２号様式） 

 (3) 役員等調書及び照会承諾書（第４号様式） 

 (4) 市税の滞納なし証明書の写し 

 (5) 法人等の登記事項証明書の写し、個人事業者は確定申告書の写し 

 (6) 経費算出の根拠となる資料 

 (7) その他市長が必要と認める書類 

 

 （交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、内容を審査し、補助金の交付の可否を決定す

る。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは補助金交付決定通知書（第５

号様式）により、不交付を決定したときは補助金不交付決定通知書（第６号様式）により

申請者に対して通知する。 

 

 （実績報告） 

第８条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、完了日の翌日から起算して１か月

を経過した日又は別に定める日のいずれか早い日までに、以下の書類により市長に報告し

なければならない。 

 (1) 実績報告書（第７号様式） 



 (2) 支出した経費の事実を証明する領収書等 

 (3) その他市長が必要と認める書類 

 

 （補助額の確定等） 

第９条 市長は、前条の報告を受けた場合は、補助対象事業の実施結果が交付決定の内容及

びこれに付した条件等に適合するものであるかを審査し、適正であると認めたときは、交

付すべき補助金の額を確定し、補助金額確定通知書（第８号様式）により、補助事業者に

通知するものとする。ただし、交付決定額と確定額とが同額の場合は、当該通知を省くこ

とができる。 

 

（補助金申請システム jGrants による申請等） 

第１０条 申請者は、第６条の規定に基づく交付申請、第８条の規定に基づく実績報告及び

規則第１２条の規定に基づく承認申請について、補助金申請システムｊGrants により行

うことができる。 

２ 前項の場合において、補助金申請システムｊGrants の申請フォームへの入力をもって、

第６条、第８条及び規則第１２条の規定による各種様式の提出に代えることができる。 

 

 （財産の管理等） 

第１１条 補助事業者は、補助対象経費により取得した財産（以下「取得財産」という。）

について、当該補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助

金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

 

 （財産の処分の制限） 

第１２条 補助事業者は、原則として市の承認を得ずに取得財産を処分してはならない。た

だし、取得財産の耐用年数を勘案して相当な期間を経過した場合は、この限りではない。 

 

 （関係書類の保管） 

第１３条 補助事業者は、補助金に係る帳簿及び関係書類について、当該補助事業の完了し

た日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

 

 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年５月１４日から施行する。 

附 則 



この要綱は、令和４年５月２０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年６月１９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年６月１０日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和７年７月１日から施行する。 



別表第１（第５条関係） 

補助対象経費、補助率、上限額 

補助対象経費 補助率 経費別の 

補助上限額 

補助 

上限額 

内容 

ソフトウェア

等利用料 

1/2 

なし 

20 万円 

ソフトウェア購入費、クラウド利用料等 

※月額料金等は事業実施期間分が対象 

ウェブサイト

関連費 

補 助 額 の

1/2 

ウェブサイト、ECサイト、システム開発に係

る費用等 

※他の経費と併せて申請する場合に限る。 

委託費（外注

費） 

なし ・ソフトウェア導入、機器の設置・設定等に係

る委託費用 

・データの分析・活用に関するコンサルティン

グ費用 

・ウェブサイト関連費以外のシステム構築に係

る技術開発委託費用 等 

機器購入費 

 

10 万円 ＰＣ、タブレット、ＰＯＳレジ、券売機等 

※ソフトウェアを併せて導入する場合に限る。 

その他の経費 なし ・社内のデジタル人材育成に要する費用 

（研修等の受講料、講師謝金等） 

・外部の副業・兼業人材活用に要する費用 

・その他、デジタル技術を活用した生産性向上

の取組みに要する費用 

備考 

１ 対象経費は、消費税及び地方消費税を含まない。 

２ 対象経費に期間による料金設定がある場合は、補助対象事業の完了期限までに支払いが

確認できたものに限る。 

３ 申請者自身の製品・サービス等による対象経費は、対象外とする。 

４ この表に基づき算出された補助金の合計額に、１，０００円未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとする。 


